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明 細 書

発明の名称 ：

基地局、通信システム、並びに基地局の制御方法及び制御 プログラム

技術分野

[0001 ] 本発明は、基地局、通信システム、並びに基地局の制御方法及び制御 プロ

グラムに関 し、特 に基地局主導でハ ン ドオーバを実施 して、基地局同士間で

負荷分散 を図る技術 に関する。

背景技術

[0002] 曰本国における携帯電話機の利用者数は 1 億人を超えてお り、 さらに近年

では携帯電話機 を高機能化 したスマー トフォンの利用者数が増え、 これに伴

つて基地局の負荷が著 しく上昇 している。 また、スマー トフォンの導入によ

つて、ユーザがインタ一ネッ 卜を介 して情報 を入手 した り動画を閲覧 した り

する機会が増えたため、 これ らの情報や動画を高速にダウン口一 ド可能にす

ることが要求されている。

[0003] 高速な無線通信 を実現するための技術 と して、 M I M O ( M u I t i p I e

I n u t M u l t i p l e O u t p u t ) 技術が挙げられる。 このM I

M O技術は、 ここ数年に亘る研究の トレン ドになってお り、 カバ レッジの拡

大ゃ伝送速度の向上を図ることができる。

[0004] しか しなが ら、 M I M O技術 により、移動局当 りのスループッ トを高め ら

れると期待できるが、基地局に在圏する移動局数が増えれば、移動局全体の

平均スループッ 卜は低下する。 1 つの基地局に在圏する移動局の台数が増加

して最大接続可能台数 に達 した場合、新規の移動局が基地局へ接続できな く

なるといつた問題 も発生する。

[0005] ところで、一般的な無線通信システムにおいて、移動局は、常に無線品質

が良好な基地局を選択する。 このため、移動局周辺に複数の基地局が存在す

る場合であつても、電波干渉やフエ一ジングといつた無線環境の変動に因つ

て、 1 つの基地局に在圏する移動局が偏 って しまうという現象が頻繁 に起 こ



る。 1 つの基地局のみに多数の移動局が在圏すると、新規の移動局が基地局

へ接続できない、伝送速度が低下する等といつた問題が発生する。

[0006] これらの問題に対処する技術が、例えば特許文献 1 に記載されている。特

許文献 1 に記載される基地局は、複数の隣接基地局との往復通信のR T T ( R

o u n d T i T i m e ) から各隣接基地局の負荷を推定する共に、移動

局を最も負荷の低い隣接基地局へハン ド才一バさせ、以て基地局同士間で負

荷を分散させる。

先行技術文献

特許文献

[0007] 特許文献1 ：特開 2 0 1 1 _ 0 1 0 2 5 4 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 7 _ 3 1 8 3 3 5 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0008] しか しながら、本願発明者は、上記の特許文献 1 には、ハン ドオーバ先の

基地局で移動局の接続外れが生 じ得るというがあることを発見 した。これは

、特許文献 1 に記載される技術では、移動局に対 してハン ド才一バ先の基地

局配下における無線品質が何 ら保証されないためである。

[0009] なお、参考技術として、特許文献 2 には、移動局からの上り方向の信号強

度が低下すると、複数の隣接基地局各々から、移動局から各隣接基地局への

上り方向の信号強度を取得 し、最高の信号強度を呈する隣接基地局を移動局

のハン ド才一バ先として決定する基地局が記載されている。 しか しながら、

例え特許文献 2 に記載される技術を適用 しても、依然として、ハン ド才一バ

先の基地局で移動局の接続外れが生 じる虞がある。これは、上り方向と下り

方向とで無線品質の特性が非対称であり、上り方向の信号強度の良好さが必

ず しも下り方向の無線品質を保証 し得ないためである。ハン ド才一バ先の基

地局との同期確立に際 して、移動局は、下り方向に伝送される各種の無線信

号を受信する必要がある。 しか しながら、下り方向の無線品質が劣悪であれ



ば、 移 動 局 に と って これ らの 無 線 信 号 を正 確 に受 信 す る こ とは 困難 で あ る。

また、 特 許 文 献 2 で は、 負 荷 分 散 に つ い て何 ら考 慮 され て お らず、 移 動 局 を

1 つ の 基 地 局 へ 一 律 にハ ン ドオ ー バ させ る た め 、 ハ ン ド才 一 バ 先 の 基 地 局 が

輻 輳 して しま う虞 も あ る。

[001 0] 従 って、 本 発 明 の 目的 は、 ハ ン ドオ ー バ 先 の 基 地 局 で の移 動 局 の接 続 外 れ

を抑 止 しつ つ、 基 地 局 同 士 間 で 負 荷 分 散 を 図 る こ と に あ る。

課題 を解決 す るための手段

[001 1] 上 記 の 目的 を達 成 す る た め 、 本 発 明 の 第 1 の 態 様 に係 る基 地 局 は、 自基 地

局 に在 圏 す る 1 以 上 の移 動 局 との 無 線 通 信 を行 う第 1 の 通 信 手 段 と、 前 記 第

1 の 通 信 手 段 を制 御 す る制 御 手 段 と を備 え る。 前 記 第 1 の 通 信 手 段 は、 各 移

動 局 か ら、 自基 地 局 に隣 接 して 設 置 され る隣 接 基 地 局 か ら各 移 動 局 へ の 下 り

方 向 の 無 線 品 質 を受 信 す る。 前 記 制 御 手 段 は、 自基 地 局 の 負 荷 が 予 め 定 め た

閾 値 を超 過 す る場 合 、 前 記 受 信 され た 無 線 品 質 の 内 で 最 も高 い無 線 品 質 に対

応 す る移 動 局 を選 択 し、 前 記 第 1 の 通 信 手 段 に、 前 記 選 択 した移 動 局 に対 し

て前 記 隣 接 基 地 局 へ ハ ン ド才 一 バ す る よ う に指 示 させ る。

[001 2 ] また、 本 発 明 の 第 2 の 態 様 に係 る通 信 シ ス テ ム は、 互 い に隣 接 して 設 置 さ

れ る第 1 及 び 第 2 の 基 地 局 を備 え る。 前 記 第 1 の 基 地 局 は、 自基 地 局 に在 圏

す る 1 以 上 の移 動 局 各 々 か ら、 前 記 第 2 の 基 地 局 か ら各 移 動 局 へ の 下 り方 向

の 無 線 品 質 を受 信 し、 自基 地 局 の 負 荷 が 予 め 定 め た 閾 値 を超 過 す る場 合 、 前

記 受 信 した 無 線 品 質 の 内 で 最 も高 い無 線 品 質 に対 応 す る移 動 局 を選 択 し、 前

記 選 択 した移 動 局 に対 して、 前 記 第 2 の 基 地 局 へ ハ ン ド才 一 バ す る よ う に指

示 す る。

[001 3 ] また、 本 発 明 の 第 3 の 態 様 に係 る制 御 方 法 は、 基 地 局 の制 御 方 法 を提 供 す

る。 この制 御 方 法 は、 前 記 基 地 局 に在 圏 す る 1 以 上 の移 動 局 各 々 か ら、 前 記

基 地 局 に隣 接 して 設 置 され る隣 接 基 地 局 か ら各 移 動 局 へ の 下 り方 向 の 無 線 品

質 を受 信 し、 前 記 基 地 局 の 負 荷 が 予 め 定 め た 閾 値 を超 過 す る場 合 、 前 記 受 信

した 無 線 品 質 の 内 で 最 も高 い無 線 品 質 に対 応 す る移 動 局 を選 択 し、 前 記 選 択

した移 動 局 に対 して、 前 記 隣 接 基 地 局 へ ハ ン ド才 一 バ す る よ う に指 示 す る こ



とを含む。

[0014] さらに、本発明の第 4 の態様に係る制御プログラムは、基地局に、前記基

地局に在圏する 1 以上の移動局各々から、前記基地局に隣接 して設置される

隣接基地局から各移動局への下り方向の無線品質を受信する処理と、前記基

地局の負荷が予め定めた閾値を超過する場合、前記受信 した無線品質の内で

最も高い無線品質に対応する移動局を選択する処理と、前記選択 した移動局

に対 して、前記隣接基地局へハン ド才一バするように指示する処理とを実行

させる。

発明の効果

[001 5] 本発明によれば、ハン ドオーバ先の基地局での移動局の接続外れを抑止 し

つつ、基地局同士間で負荷分散を図ることが可能である。

図面の簡単な説明

[001 6] [ 図1] 本発明の実施の形態 1 に係る基地局を適用する通信システムの構成例を

示 したプロック図である。

[ 図2] 本発明の実施の形態 1 に係る基地局の構成例を示 したプロック図である

[ 図3] 本発明の実施の形態 1 に係る基地局の動作例を示 したフローチヤ一 卜図

である。

[ 図4 ] 本発明の実施の形態 1 に係る基地局に用いるリス 卜の構成例を示 したプ

口ック図である。

[ 図5] 本発明の実施の形態 2 に係る基地局の構成例を示 したプロック図である

[ 図6] 本発明の実施の形態 2 に係る基地局の動作例を示 したフローチヤ一 卜図

である。

発明を実施するための形態

[001 7] 以下、本発明に係る基地局及びこれを適用する通信システムの実施の形態

1 及び 2 を、図 1 〜図 6 を参照 して説明する。なお、各図面において、同一

要素には同一の符号が付されており、説明の明確化のため、必要に応 じて重



複説明は省略される。

[001 8] [ 実施 の形態 1 ]

図 1 に示すように、本実施の形態 に係 る通信 シ ステ ム 1 は、互いに隣接 し

て設置 される 2 台の基地局 1 0 1 及び 1 0 2 (以下、符号 1 0 で総称する

ことがある）を含む。基地局 1 0 1 及び 1 0 2 は、 1 以上の移動局 3 0

1 ~ 3 0 n (以下、符号 3 0 で総称することがある）との無線通信 を行える

よう、セル 2 0 1 及び 2 0 2 をそれぞれ形成する。

[001 9] なお、基地局 1 0 1 及び 1 0 2 の各 々は、マクロ基地局であ っても良

い し、 フェム ト基地局であ っても良い。 ここで、マクロ基地局 とは、通信事

業者等 によ り屋外 に設置 される無線基地局 を意味する。一方、 フヱ厶 卜基地

局 とは、屋内へ設置可能な小型の無線基地局 を意味する。 フェム ト基地局は

A D S L ( A s y m m e t r ι c D i g i t a l u b s c i b e r

L i n e ) や F H H T ( F i b e r T o T h e H o m e ) 等 の通信回線 を経

由 して移動体通信網 に接続 される。 フエ厶 卜基地局 によ り形成 されるセルは

、 そのカバ レッジがマクロ基地局 によ り形成 されるセル （一般 にマクロセル と

呼称 される）と比較 して極めて小さいことか ら、 フエ厶 卜セル と呼称 されるこ

とが多い。 また、セル 2 0 1 及び 2 0 2 の各 々は、セクタセル （指向性の

異なる複数のセル）であ っても良い し、才ムニセル （全方位 に電波が送信 され

る 1 つのセル）であ っても良い。

[0020] 図 2 に、基地局 1 0 の構成例 を示す。図 2 に示すように、本実施の形態 に

係 る基地局 1 0 は、無線通信部 1 1 と、 これを制御する制御部 1 2 とを含む

[0021 ] この 内、無線通信部 1 1 は、一般的な無線基地局 に搭載 される 卜ラ ンシ一

バ等 と同様、通信 シ ステ ム 1 に採用される各種の無線通信方式に則 してセル

を形成 し、以て移動局 との無線通信 を行 う。

[0022] 無線通信部 1 1 は、下 り方向の無線伝送路へ、基地局 1 0 の送信電力や M

C S ( M o d u l a t i o n a n d C o d i n g S c h e m e ) 等 の幸艮知情

報、及び隣接基地局の送信電力や I D ( l d e n t i f i e r ) 等 の情報 をプ



ロー ドキャス 卜する。また、無線通信部 1 1 は、基地局 1 0 に在圏 している

移動局に対 して、各種の制御情報及びユーザデータをュニキャス 卜する。こ

こで、制御情報はC _ P I a n e を介 して送出され、ユーザデータはU —P

l a n e を介 して送出される。

[0023] また、無線通信部 1 1 は、基地局 1 0 に在圏する移動局から上り方向の無

線伝送路を介 して、当該移動局で測定された隣接基地局からの下り方向の無

線品質を定期的に受信する。ここで、無線品質としては、C I N R ( C a r r

i e r t o I n t e r f e r e n c e — p I u s —N o i s e R a t i o

) を用いることができる。C I N R に加えて、 R S S I ( R e c e i v e d S

i g n a I S t r e n g t h I n d i c a t o r ) を用し、てち良し、。

[0024] 具体的には、無線通信方式としてW ί Μ Α Χ (W o r l d w i d e I n t

e r o p e r a b i I i t y f o M i c r o w a v e A c c e s s ) を

採用する場合を例に取ると、移動局は、測定 した無線品質に関する情報を、

C Q I C H ( C h a n n e l Q u a l i t y I n d i c a t o C h a n

n e I ) を介 して基地局 1 0 へ送信すれば良い。C Q I C H は、一般に、移動

局が在圏 しサービスを受けている基地局（以下、サ一ビング基地局 ：S e r V

i n g B a s e S t a t i o n ) に関する下り方向の無線品質を報告する用

途に用いられているが、本実施の形態では、C Q I C H を、サ一ビング基地

局に関する下り方向の無線品質及び隣接基地局に関する下り方向の無線品質

の両者を報告する用途に用いる。

[0025] 一方、制御部 1 2 は、基地局 1 0 の負荷を監視する。具体的には、制御部

1 2 は、基地局 1 0 に在圏する移動局数の増加、移動局に割当可能な無線 リ

ソースの減少、C P U ( C e n t r a l P r o c e s s i n g U n i t ) の

使用率、メモリの使用率、並びに、 P M C o u n t e r で定義されるような

、 R R C ( R a d i o R e s o u r c e C o n t r o I ) C o n n e c t i

o n の確立数、下り方向の無線スル一プット、上り方向の無線スル一プット

、 A c t i v e U E ( U s e r E q u i p m e n t ) の平均数、及びA c t

i v e U E の最大数の少なくとも 1 つを指標として、基地局 1 0 の負荷を測



定する。そ して、制御部 1 2 は、測定 した負荷を所定の閾値を比較すること

によって、基地局 1 0 が高負荷状態に在るか否かを判定する。測定 した負荷

が閾値を超過する場合、制御部 1 2 は、基地局 1 0 が高負荷状態に在ると判

定する。一方、測定 した負荷が閾値を下回る場合、制御部 1 2 は、基地局 1

0 が高負荷状態には無いと判定する。

[0026] また、基地局 1 0 が高負荷状態に在ると判定 した場合、制御部 1 2 は、無

線通信部 1 1 で受信された隣接基地局に関する下 り方向の無線品質に基づき

、後述する如 く、基地局 1 0 に在圏する移動局の内か ら隣接基地局へハ ン ド

才一バさせるべ き移動局を選択すると共に、選択 した移動局に対 し無線通信

部 1 1 を介 してハ ン ドオーバ命令を送信 し、以て基地局主導のハ ン ドオーバ

を実施する。

[0027] 次 に、本実施の形態の具体的な動作を、図 1 に示 した移動局 3 0 1 ~ 3

0 n が基地局 1 0 1 に在圏 している場合を例に取 り、図 3 及び図 4 を参

照 して詳細に説明する。

[0028] 移動局 3 0 1 ~ 3 0 n の各々は、セル 2 0 1 及び 2 0 2 の境界（重

複部分）に位置 し、以て隣接基地局 1 0 2 か ら無線信号を受信できる場合、

その無線品質（C I N R 及び R S S I ) を、 C Q I C H を介 してサ一 ビング基

地局 1 0 1 へ送信する。

[0029] 図 3 に示すように、基地局 1 0 1 内の無線通信部 1 1 は、 C Q I C H を

介 して移動局 3 0 ~ 3 0 n の各々か ら、隣接基地局 1 0 2 に関する

下 り方向の無線品質を受信 し、制御部 1 2 へ転送する（ステ ップS 1 )。

[0030] 制御部 1 2 は、移動局 3 0 1 ~ 3 0 n を、無線品質の降順に リス ト化

する（ステ ップS 2 )。具体的には、制御部 1 2 は、図 4 に示す リス ト1 3 中

に、移動局 3 0 1 ~ 3 O n の識別子（I D やM A C ( M e d i a A c c e

s s C o n t r o I ) ァ ドレス等）と、移動局 3 0 3 O n か ら受信 し

た無線品質とを対応付けて記憶する。 また、制御部 1 2 は、 リス ト1 3 中の

レコー ドを、無線品質の降順にソ一 卜する。

[0031 ] そ して、制御部 1 2 は、基地局 1 0 1 が高負荷状態にあるか否かを、上



述 した通りに判定する（ステップS 3 )。この結果、基地局 1 0 が高負荷状態

には無いと判定 した場合、基地局 1 0 1 は、上記のステップS へ戻って

、移動局 3 0 1 ~ 3 O n からの無線品質の報告を待機する。

[0032] 一方、上記のステツプS 3 で基地局 1 0 が高負荷状態に在ると判定 した場

合、制御部 1 2 は、 リス ト1 3 中の最上位に記憶された、最高の無線品質に

対応する移動局を選択する（ステップS 4 )。

[0033] 今、移動局 3 0 1 が選択されたとすると、制御部 1 2 は、無線通信部 1

を制御 して、移動局 3 0 1 に対 しハン ドオーバ命令を送信する（ステップ

S 5 )。

[0034] これにより、移動局 3 0 1 が隣接基地局 1 0 2 へハン ドオーバ し、以

て基地局 1 0 1 の負荷が低減されることとなる。また、移動局 3 0 1 に

対 しては、ハン ドオーバ先の基地局 1 0 2 配下における無線品質が保証さ

れている。このため、移動局 3 0 1 が、ハン ド才一バ先の基地局 1 0 2

へ確実に接続されることとなる。

[0035] このように、本実施の形態によれば、ハン ドオーバ先の基地局での移動局

の接続外れを抑止 しつつ、基地局同士間で負荷分散を図ることができる。

[0036] この後、基地局 1 0 1 内の制御部 1 2 は、上記のステップS 3 へ戻って

、基地局 1 0 1 が高負荷状態に在るか否かを再び判定する。この結果、基

地局 1 0 1 が高負荷状態に在れば、制御部 1 2 は、上記のステップS 4 及

びS 5 を再び実行 し、以てリス ト1 3 中の 2 番目に記憶された、 2 番目に高

い無線品質に対応する移動局を隣接基地局 1 0 2 へハン ドオーバさせる。

制御部 1 2 は、基地局 1 0 1 の高負荷状態が解消される迄、これらの一連

の処理を繰 り返 し実行する。

[0037] これにより、基地局 1 0 1 の負荷が十分に低減されることとなる。また

、移動局を無線品質の降順に隣接基地局 1 0 2 へハン ドオーバさせるため

、隣接基地局 1 0 2 での移動局の接続外れを十分に抑止できる。

[0038] なお、本実施の形態においては、隣接基地局に関する下り方向の無線品質

をC Q I C H介 して伝送 している。このため、サ一ビング基地局は、移動局



に対 して上 り方向の周波数割当のみを行えば良 く、無線品質の伝送に際 して

特 に負荷が上昇することは無い。 この効果は、 L 3 メッセージを用いて無線

品質を伝送する場合 (所謂、ハ ン ドシェイク型の伝送を行 う場合）と比較する

と、 より明 らかに理解 されるであろう。 L 3 メッセージを用いる場合、サ一

ビング基地局は、 L 3 メッセージの受信 を トリガと して、移動局に対 して無

線品質を報告するよう指示する。 この指示に応 じて、移動局は、無線品質を

サ一 ビング基地局へ送信する。 しか しなが ら、 これ らの一連の処理 を在圏す

る全ての移動局に対 して行 うと、その分だけ呼処理 メッセージが増加 して、

サ一 ビング基地局の負荷が上昇 して しまう。

[0039] また、無線通信方式 と してW i M A X を採用する場合には、 C Q I C H の

代替 と して、 R E P _ R E Q / R S P ( R e p o r t - R e q u e s t / R e

s p o n s e ) メッセージを用いて無線品質を伝送するように しても良い。

[0040] また、無線通信方式 と して L T E ( L o n g T e m E v o l u t i o n

) やW C D M A (W i d e — b a n d C o d e D i v i s i o n M u I t i

p i e A c c e s s ) を採用する場合には、 C Q I C H の代替 と して、 C Q

I ( C h a n n e I Q u a l i t y I n d i c a t i o n ) を用し、ることが、

できる。 さらに、 C Q I に代えて、 M e a s u r e m e n t R e p o r t

M e s s a g e を用いて無線品質を伝送するように しても良い。

[0041 ] [ 実施の形態 2 ]

本実施の形態に係 る通信システムは、図 1 と同様 に構成できる。但 し、本

実施の形態に係 る基地局は、図 5 に示す如 く構成 され且つ図 6 に示す如 く動

作する点で、上記の実施の形態 1 と異なる。

[0042] 具体的には、図 5 に示すように、本実施の形態に係 る基地局 1 0 A は、図

2 に示 した構成 に加えて、制御部 1 2 により制御 される基地局間通信部 1 4

を含む。基地局間通信部 1 4 は、隣接基地局 との通信 を行 う。 この通信は、

例えば、基地局同士間の論理インタフェースであるX 2 リンクを介 して行わ

れる。

[0043] 動作に際 しては、図 6 に示すように、基地局 1 O A は、図 3 に示 したステ



ップS 1 ~ S 4 に加えて、ステップS 6 に示す処理を実行する。基地局 1 0

A 内の制御部 1 2 は、上記のステツプS 3 で基地局 1 0 A が高負荷状態に在

ると判定すると、隣接基地局がハン ド才一バを受入可能か否か更に判定する（

ステツプS 6 )。

[0044] より詳細には、制御部 1 2 は、基地局間通信部 1 4 を介 して、隣接基地局

にハン ドオーバの受入可否を問合せる。この結果、隣接基地局がハン ド才一

バを受入可能であると判断 した場合、制御部 1 2 は、上記のステップS 4 へ

進んで移動局を選択 し、以て負荷分散のためのハン ドオーバを実施する。一

方、隣接基地局がハン ド才一バを受入不可能である場合には、基地局 1 O A

は、上記のステップS 1へ戻って、移動局からの無線品質の報告を待機する

[0045] このように、本実施の形態においては、ハン ドオーバ先の基地局へ移動局

の受入可否を事前に確認する。このため、ハン ドオーバ先の基地局が高負荷

状態に在る場合には、負荷分散のためのハン ドオーバを回避でき、以てハン

ド才一バ先の基地局で移動局の接続外れが生 じて しまうのを未然に防止でき

る。

[0046] なお、上記の実施の形態によって本発明は限定されるものではなく、特許

請求の範囲の記載に基づき、当業者によつて種々の変更が可能なことは明ら

かである。

[0047] 例えば、上記の実施の形態に示 した基地局の各処理を、コンピュータに実

行させるためのプログラムとして提供することもできる。この場合、プログ

ラムは、様々なタイプの非一時的なコンピュータ可読媒体（n o n _ t r a n

s i t o r y c o m p u t e r r e a d a b l e m e d i u m ) を用し、て

格納され、コンピュータに供給することができる。ここで、非一時的なコン

ピュータ可読媒体は、様々なタイプの実体のある記録媒体（t a n g i b I e

s t o a g e m e d i u m ) を含む。非一時的なコンピュータ可読媒体の

例は、磁気記録媒体（例えば、フレキシブルディスク、磁気テープ、ハー ドデ

イスク ドライプ)、光磁気記録媒体（例えば、光磁気デイスク）、C D - R O M



( R e a d O n l y M e m o r y ) C D —R、 C D —R / W、半導体メモ

リ（例えば、マスク R O M、 P R O M ( P r o g r a m m a b I e R O M )

E P R O M ( E r a s a b I e P R O M )、フラッシュR O M、 R A M ( R a

n d o m A c c e s s M e m o r y ) ) を含む。プログラムは、様々なタイ

プの一時的なコンピュータ可読媒体（t a n s i t o y c o m u t e

r r e a d a b l e m e d i u m ) によってコンビュ一夕に供給されても良

し、。一時的なコンピュータ可読媒体の例は、電気信号、光信号、及び電磁波

を含む。一時的なコンピュータ可読媒体は、電線及び光ファイバ等の有線通

信路、又は無線通信路を介 して、プログラムをコンピュータに供給できる。

[0048] この出願は、 2 0 1 1年 1 2 月 2 日に出願された日本出願特願 2 0 1 1 _

2 6 4 7 2 を基礎とする優先権を主張 し、その開示の全てをここに取り込

む。

産業上の利用可能性

[0049] 本発明は、基地局、通信システム、並びに基地局の制御方法及び制御プロ

グラムに適用され、特に基地局主導でハン ドオーバを実施 して、基地局同士

間で負荷分散を図る用途に適用される。

符号の説明

[0050] 通信システム

1 0 , 0 1 , 0 2 , 0 A 基地局

無線通信部

制御部

1 3 リス 卜

1 4 基地局間通信部

2 0 1 , 0 セル

3 0 , 3 0 ~ 3 0 n 移動局



請求の範囲

[ 請求項 1] 自基地局 に在圏する 1 以上の移動局 との無線通信 を行 う第 1 の通信

手段 と、

前記第 1 の通信手段 を制御する制御手段 と、 を備 え、

前記第 1 の通信手段 は、各移動局か ら、 自基地局 に隣接 して設置 さ

れる隣接基地局か ら各移動局への下 り方向の無線品質を受信 し、

前記制御手段 は、

自基地局の負荷が予め定めた閾値 を超過する場合、前記受信 された

無線品質の内で最 も高い無線品質に対応する移動局 を選択 し、

前記第 1 の通信手段 に、前記選択 した移動局 に対 して前記隣接基地

局へハ ン ド才一バするように指示 させる、

基地局。

[ 請求項 2 ] 請求項 1 において、

前記隣接基地局 との通信 を行 う第 2 の通信手段 を、 さ らに備 え、

前記制御手段 は、

前記第 2 の通信手段 を制御 して、前記隣接基地局へ前記ハ ン ド才ー

バの受入可否を問合わせ、

前記隣接基地局が前記ハ ン ドオーバ を受入可能である場合 に、前記

選択 を行 う、

ことを特徴 と した基地局。

[ 請求項 3 ] 請求項 1 又は 2 において、

前記制御手段 は、

前記受信 された無線品質を記憶 し、

前記負荷が前記閾値 を下回る迄、前記記憶 した無線品質の降順 に移

動局 を繰 り返 し選択する、

ことを特徴 と した基地局。

[ 請求項 4 ] 互いに隣接 して設置 される第 1 及び第 2 の基地局 を、備 え、

前記第 1 の基地局は、



自基地局 に在圏する 1 以上の移動局各 々か ら、前記第 2 の基地局か

ら各移動局への下 り方向の無線品質を受信 し、

自基地局の負荷が予め定めた閾値 を超過する場合、前記受信 した無

線品質の内で最 も高い無線品質に対応する移動局 を選択 し、

前記選択 した移動局 に対 して、前記第 2 の基地局へハ ン ドオーバす

るように指示する、

通1目シ ステ ム。

[ 請求項 5] 請求項 4 において、

前記第 1 の基地局は、

前記第 2 の基地局へ前記ハ ン ドオーバの受入可否を問合わせ、

前記第 2 の基地局が前記ハ ン ドオーバ を受入可能である場合 に、前

記選択 を行 う、

ことを特徴 と した通信 シ ステ ム。

[ 請求項 6] 請求項 4 又 は 5 において、

前記第 1 の基地局は、

前記受信 した無線品質を記憶 し、

前記負荷が前記閾値 を下回る迄、前記記憶 した無線品質の降順 に移

動局 を繰 り返 し選択する、

ことを特徴 と した通信 システム。

[ 請求項7] 基地局の制御方法であ って、

前記基地局 に在圏する 1 以上の移動局各 々か ら、前記基地局 に隣接

して設置 される隣接基地局か ら各移動局への下 り方向の無線品質を受

信 し、

前記基地局の負荷が予め定めた閾値 を超過する場合、前記受信 した

無線品質の内で最 も高い無線品質に対応する移動局 を選択 し、

前記選択 した移動局 に対 して、前記隣接基地局へハ ン ドオーバする

ように指示する、

ことを含む制御方法。



[ 請求項 8 ] 請求項 7 において、

前記隣接基地局へ前記ハ ン ドオーバの受入可否を問合わせ、

前記隣接基地局が前記ハ ン ドオーバ を受入可能である場合 に、前記

選択 を行 う、

ことを含む制御方法。

[ 請求項 9 ] 請求項 7 又は 8 において、

前記受信 した無線品質を記憶 し、

前記負荷が前記閾値 を下回る迄、前記記憶 した無線品質の降順 に移

動局 を繰 り返 し選択する、

ことを含む制御方法。

[ 請求項 10 ] 基地局 に、

前記基地局 に在圏する 1 以上の移動局各 々か ら、前記基地局 に隣接

して設置 される隣接基地局か ら各移動局への下 り方向の無線品質を受

信する処理 と、

前記基地局の負荷が予め定めた閾値 を超過する場合、前記受信 した

無線品質の内で最 も高い無線品質に対応する移動局 を選択する処理 と

前記選択 した移動局 に対 して、前記隣接基地局へハ ン ドオーバする

ように指示する処理 と、

を実行 させるための制御 プログラムが格納 された非一時的なコンピ

ユ ー タ可読媒体。
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